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上・下水事業関係事務事業（その 2）下水 
道関係の取扱いについて 

  
 1 合併処理浄化槽設置整備補助金については、新町発足までに大河内町の例 
により調整し、浄化槽管理体制については、新町発足後 5年以内に大河内 
町の例により町管理に移行し、集合処理区使用料と同額を町が徴収するよ 
  う調整する。 
 
 2 農業集落排水事業、公共下水道事業及びコミュニティプラント事業につい 
  ては、現行のまま新町に引き継ぐ。 
 
 3 農業集落排水事業等の受益者負担については、補助事業等により工事を 
  施工した場合、受益者負担金を徴収する必要が生じることにより、新町発 
足後、神崎町の例により速やかに調整する｡ 

 
 4 使用料内税とし、大河内町の例により調整する。一般家庭以外の工場、 
  店舗等の算定基準は、新町発足までに調整する｡また、賦課方法、徴収方法 
  及び管理組合等の管理体制については、現行のまま新町に引き継ぐ。 
 
 5 会計方式については、合併処理浄化槽事業を含め合併後速やかに公営企業 
  会計に統一する。 
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